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2.高放射性廃液のガラス固化処理に要する期間の短縮計画

2-1 はじめに

本章は、原子力規制委員会より発出された『国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構東海再処理施設の廃止に向けた計画等の検討について（指示）』（平

成 28 年 8 月 4 日付け原規規発第 1608042 号）に関する以下の事項のうち、『2.

（前文略）高放射性廃液のガラス固化処理に要する期間の大幅な短縮を実現す

るための実効性のある計画』について検討した結果を記す。 

--------------------------------------------------------------------- 

報告指示事項 

下記の事項について、平成 28 年 11 月 30 日までに報告すること。 

1. 東海再処理施設の廃止に向けた計画

2. 東海再処理施設の高放射性廃液の貯蔵に係るリスクを早急に低減するた

めの実効性のある計画及び高放射性廃液のガラス固化処理に要する期間

の大幅な短縮を実現するための実効性のある計画

3. 「施設の安全確保」、「施設の集約化・重点化」及び「バックエンド対策」

の総合的な最適計画

---------------------------------------------------------------------- 

2-2 検討方法

（1） 全体検討フロー

高放射性廃液(以下「HAW」という。)のガラス固化処理に要する期間(以下

「処理期間」という。)を大幅に短縮することを目標に、候補ケースを幅広

く設定し、技術的実現性と実効性の観点から計画を選定した。処理期間の短

縮に関わる検討は、以下に示す①から⑤のステップで進めた。第 2-2-1 図に

処理期間の短縮に係る全体検討フローを示す。 

① 候補ケースの設定

② 評価指標の設定

③ 技術的実現性の評価

④ 実効性の評価

⑤ 実効性を踏まえた計画の選定

「③技術的実現性の評価」において、まず大幅に短縮する処理期間の目標

を 10 年間に仮設定し、この期間内に HAW の固化安定化が終了するよう作業

工程を配分する。次に、10 年間の仮設定スケジュールで想定される課題を

洗い出すとともに、その対応策を考案し必要性を判断して、技術的に実現性
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が高い候補ケースを優位な計画として複数絞込む。 

「④実効性の評価」は、絞り込んだ候補ケースについて、コストと要員計

画を評価し、最も実効性の高いケースを今後の計画として選定する。 

 

（2） 処理期間の短縮を検討する前提条件 

処理期間の短縮を検討する前提条件として、以下に示す①から⑥までの項

目を設定した。また、処理期間の短縮を検討する前提条件とした設定理由等

をまとめて第 2-2-1 表に示す。 

① ガラス固化処理する高放射性廃液 

候補ケース間で条件を統一するため、ガラス固化処理する HAW は、東

海再処理施設に貯蔵中の約 400m3(平成 28 年 10 月現在）とする。これに

より予想されるガラス固化体の発生本数は、HAW 中の核分裂生成物(FP）

量から約 620 本となる(標準的なガラス組成設計値を用いて算出）。 

② 適用するガラス固化処理技術 

各候補ケースで採用する HAW のガラス固化処理技術は、ガラス固化技

術開発施設(以下「TVF」という。)で実績のある「LFCM 法(液体供給式直

接通電型ジュール加熱セラミックメルタ法）」とする。溶融炉を含めた

装置類の大幅な構造変更は、新たな技術開発の期間を要するため、検討

対象に含めない。 

③ 適用するガラス固化体保管技術 

各候補ケースで採用するガラス固化体保管技術は、技術開発要素が少

なく、建設期間が短いと想定される既存技術の「ピット方式」と使用済

燃料の貯蔵で国内実績のある「乾式キャスク方式」とする。 

④ 既存施設の活用 

処理期間を短縮するために活用する既存施設は、TVF の継続使用、供

用前の既存施設及び東海再処理施設の廃止措置計画において早期に使

用を停止する施設とする。 

⑤ 新規固化施設の活用 

可能な限り早い段階でTVFから処理を切り替えることにより処理期間

を短縮するために活用する新規固化施設は、日本原燃㈱再処理工場ガラ

ス固化施設(以下「K 施設」という。)と同規模の施設や TVF 規模の施設

とする。 

⑥ 外部委託 

外部委託は、処理期間を短縮するため、海外メーカにより東海再処理

施設内で処理を行う計画と、HAW の量を減らしハザードを低減させるた

め HAW を国内外の他施設へ移送し、処理する計画を検討する。 
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2-3 候補ケースの設定 

ガラス固化処理を実施する施設は、TVF、既存施設及び新規固化施設とし、

併せて海外技術を含む外部委託を設定する。 

ガラス固化処理に採用する溶融炉は、炉底部の形状が四角錐で傾斜が 45 度

の TVF の現行溶融炉(以下「現行炉(四角錐 45 度)」という。)、白金族元素の

炉底部への堆積を抑制するために炉底部の形状を円錐に改良し傾斜を45度に

した溶融炉(以下「改良炉 1(円錐 45 度)」という。)、改良炉 1(円錐 45 度)よ

りも、さらに白金族元素の炉底部への堆積を抑制するために炉底部の傾斜を

60 度に改良し底部加熱機構を付加した溶融炉(以下「改良炉 2(円錐 60 度＋底

部加熱)」という。)及び K施設と同等の処理能力を有する大型の溶融炉(以下

「大型炉」という。)の 4つとする。 

これらを組み合わせて、以下に示す①から⑤の計 16 ケースを候補ケースに

設定する。設定した候補ケースの一覧を第 2-3-1 表に示す。 

① TVF を継続使用する 4ケース 

② 既存施設を活用する 6ケース 

③ 新規固化施設を活用する 2ケース 

④ 外部委託する 2ケース 

⑤ TVF と並行して新規固化施設又は既存施設を活用する 2ケース 

 

2-4 評価指標の設定 

候補ケースを評価する指標として、技術的な実現性の観点から「安全確保」、

「ハザード低減」及び「技術的見通し」を設定し、実効性の観点で「コスト」

及び「要員」を設定した。設定した指標の内容及び評価方法等の一覧を第 2-4-1

表に示す。 

（1）安全確保 

HAW をガラス固化処理する施設の安全性を確保するため、新規制基準対応

及び高経年化対策の要否又は見通しについて評価する。 

  ① 新規制基準対応 

各候補ケースについて、新規制基準対応の要否又は見通しを評価する。

ここで、新規制基準対応に要する費用は、コストに含める。 

なお、TVF を継続使用するケースは、高放射性廃液貯蔵場(以下「HAW

施設」という。)と同様の安全系ケーブル対策を早期に講じる。 

② 高経年化対策 

ガラス固化処理の停止に至る設備・機器トラブルに関し、必要な対策

の実施の要否又は見通しを評価する。ここで、対策に要する費用は、コ

ストに含める。 
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（2）ハザード低減 

処理期間及びハザードの低減を指標とする。 

① 処理期間 

HAW のガラス固化処理終了までの処理期間を比較する。処理期間の起

点は、平成 28 年 8 月とする。 

② ハザードの低減 

HAW 貯蔵並びにガラス固化処理に伴う想定事象発生時の実効線量

(mSv/事象)がガラス固化処理の進捗に伴い低減する効果を評価する。 

 

（3）技術的見通し 

技術的に実現できない点や見通しが得られない等の課題の有無を「施設設

備の配置」、「ユーティリティの供給」、「法規制への適合」等の観点で摘出し、

評価する。 

 

（4）コスト 

HAW を安全かつ確実に固化するため、各候補ケースのコストを算出し、比

較する。コスト算出方法及び算出条件を第 2-4-2 表に示す。 

① 安全コスト 

HAW をガラス固化処理する施設の安全性確保に要する新規制基準対応

費用及び高経年化対策費用を算出し、比較する。 

② 処理コスト 

HAW をガラス固化処理する施設及びガラス固化体保管施設の建設費用

又は施設設備の改造費用、及び運転費用を算出し、比較する。 

 

（5）要員 

各候補ケースを実現するために必要な要員数を見積もり、併せて年度展開

を整理する。 

 

2-5 技術的実現性の評価 

（1）処理期間を 10 年間に仮設定したスケジュール案と課題 

処理期間を大幅に短縮した計画を立案するため、まず各候補ケースについ

て仮設定した 10 年間の作業工程を整理し、次に技術的に実現できない作業

工程の期間を見直して最短計画を導き出した。 

なお、技術的な課題の多くは、各候補ケースで重複するため、TVF を継続

使用するケース(全 4 ケース)から１ケース、既存施設を活用するケース(全

6ケース)から 1 ケース、新規固化施設を活用するケース(全 2 ケース)から 1
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ケースを選定した。  

処理期間を 10 年間に仮設定した場合の作業工程のイメージを第 2-5-1 表

に示す。 

 

（2）技術的に実現可能な計画の設定 

仮設定した 10 年間のスケジュールにおける技術的課題を「施設設備の配

置」、「ユーティリティの供給」、「法規制への適合」等の項目で摘出し、これ

らの課題を踏まえて候補ケース(16 ケース)の処理計画を見直し、最短の処

理期間を導き出した。候補ケース(16 ケース)の処理期間の検討結果を第

2-5-2 表に示す。以下に、候補ケースの主要な課題を示す。 

① TVF を継続使用するケース 

ケース 1 から 3には、解決不可能な問題がない。 

TVFへの大型炉の導入(ケース4)は、セル寸法不足(周辺機器設置不可)、

搬入経路の寸法不足、クレーンの定格荷重制限等から、建家の改造を伴

う大型機器のリプレースが必要となる。また、大型機器のリプレースに

おいて、設備の除染作業、建家の改造に必要な工事期間が長期化するた

め、処理期間の見通しは不明である。 

② 供用前の既存施設を活用するケース(並行ケースを含む) 

リサイクル機器試験施設(以下「RETF」という。)の建家は、完成して

いるが、試験セル外の既存貯槽は、高速炉燃料再処理試験用であり、ガ

ラス固化処理で発生する二次廃液の量に対して貯槽の容量が小さく転

用できない。そのため、改良炉 1を導入(ケース 15)又は改良炉 2を導入

(ケース 5)するには、施設の改造工事に時間を要する。 

また、大型炉の導入(ケース 6)は、セル寸法不足(周辺機器設置不可)、

搬入経路の寸法不足、クレーンの定格荷重制限等から、建家の改造を伴

う大型機器のリプレースが必要となる。大型機器のリプレースにおいて、

建家の改造に必要な工事期間が長期化するため、処理期間の見通しは不

明である。 

③ 早期に使用を停止する既存施設を活用するケース 

分離精製工場(MP)へ改良炉 2 を導入(ケース 7)したとしても、ガラス

固化処理設備にリプレースするための設備の除染作業、建家の耐震補強

工事に要する期間が長期化するため、処理期間の見通しは不明である。 

ウラン脱硝施設(DN)の活用(ケース 8)は、ウラン脱硝施設自体の規模

が TVF の固化セルと同等であるため、ガラス固化処理の主要な設備を設

置できない。 

プルトニウム転換技術開発施設(PCDF)及びクリプトン回収技術開発

5



 

 

 

施設(Kr)へ改良炉 2を導入(ケース 9及び 10)したとしても、建家の耐震

補強工事、遮へい能力の補強工事、ガラス固化処理設備にリプレースす

るための期間が長期化するため、処理期間の見通しは不明である。 

④ 新規固化施設を活用するケース(並行ケースを含む) 

新規固化施設(ケース 11、12 並びに 16)は、施設建設及び作動試験に

要する期間が長期化するため、TVF ケースよりも HAW の処理が完了する

時期は遅くなる。また、既存のトレンチを撤去し、HAW 施設から新規固

化施設への HAW の移送ルートを確保するための詳細評価を要する。 

⑤ 外部委託ケース 

外部に委託する 2つのケースは、海外メーカへの委託や HAW 輸送に係

る法整備等の可否を含め、見通しが不明である。 

 

（3）候補ケースの絞り込み 

  ① 評価指標による絞り込みの考え方 

「安全確保」評価指標による評価は、「◯：新規制基準への対応の見

通しあり」のケースを採用し、「△：新規制基準への対応の一部見通し

不明」や「✕：新規制基準への対応の見通しが立たない」となるケース

を除外した。 

「ハザード低減」評価指標による評価は、処理期間の短い順に順位を

付け、平成 25 年 12 月の規制委員会で提示した処理目標(18 年)より長く

なるケースを除外した。 

「技術的見通し」評価指標による評価は、「◯：技術的実現性の見通

しあり」や「△：技術的実現性の一部見通し不明」のケースを採用し、

「✕：技術的実現性の見通しが立たない」となるケースを除外した。 

  ② 候補ケースの絞り込み結果 

各評価指標の評価結果に基づき技術的実現性により絞り込んだ結果、

以下の 5ケースとした。第 2-5-3 表に候補ケースの技術的実現性による

絞り込み結果を示す。また、事象発生時の実効線量がガラス固化処理の

進捗に伴い低減する効果（概念図）を第 2-5-1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

ケース 2   TVF(改良炉 1) 

ケース 5   RETF(改良炉 2) 

ケース 11  新規固化施設(大型炉) 

ケース 15  TVF と RETF(改良炉 1)並行 

ケース 16  TVF と新規固化施設(改良炉 1)並行 
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（4） 技術的実現性に基づくスケジュール 

各評価指標の評価結果に基づき技術的実現性により絞り込んだ 5 ケース

について詳細なスケジュールを作成するとともに、各ケースの実現に向けて

解決が必要な技術的課題と方策を摘出し、整理した。 

併せてこれら全てのケースには予算、要員等の資源投入が必要不可欠であ

るためコストと要員計画を整理した。絞り込んだ 5ケースの施設スケジュー

ルを第 2-5-4 表から第 2-5-8 表に示す。また、施設配置図案を第 2-5-2 図に

示す。 

 

2-6 実効性の評価 

各評価指標の評価結果に基づき技術的実現性により絞り込んだ 5 ケースに

ついて、今後のガラス固化処理に必要なコスト及び要員を検討した。検討結

果を第 2-6-1 表に示す。 

（1） コスト 

絞り込んだ 5 ケースについてのコストの概算結果は、以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

（2）要員 

絞り込んだ 5 ケースについての要員の評価結果は、以下のとおり。 

【ケース 2 TVF(改良炉 1)】 

平成 29 年度以降は、運転体制を現在の 4 班 3 交替から 5 班 3 交替に

するための要員増及び固化セル内で発生した大型機器等の解体作業を 4

班 3 交替での行うための要員増により、現状の年間約 80 人体制から約

100 人体制として処理期間短縮を図る。 

 

【ケース 5  RETF(改良炉 2)】 

平成 29 年度以降は、運転体制を現在の 4 班 3 交替から 5 班 3 交替に

するための要員増及び固化セル内で発生した大型機器等の解体作業を 4

班 3 交替での行うための要員増により、現状の年間約 80 人体制から約

100 人体制として処理期間短縮を図る。 

また、平成 31 年度以降は、TVF 運転体制に加えて、新たに RETF の設

ケース 2 TVF(改良炉 1) 約 360 億円 

ケース 5 RETF(改良炉 2) 約 1,400 億円 

ケース 11  新規固化施設(大型炉) 約 3,000 億円 

ケース 15  TVF と RETF(改良炉 1)並行 約 1,400 億円 

ケース 16  TVF と新規固化施設(改良炉 1)並行 約 1,400 億円 
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計・建設時に年間約 50 人体制が必要となる。 

 ・平成 29 年度から平成 30 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

 ・平成 31 年度から平成 38 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

   ＋約 50 人体制(施設建設) 

・平成 39 年度以降 ：約 100 人体制(作動試験以降)  

 

【ケース 11 新規固化施設(大型炉)】 

平成 29 年度以降は、運転体制を現在の 4 班 3 交替から 5 班 3 交替に

するための要員増及び固化セル内で発生した大型機器等の解体作業を 4

班 3 交替での行うための要員増により、現状の年間約 80 人体制から約

100 人体制として処理期間短縮を図る。 

また、平成 32 年度以降は、TVF 運転体制に加えて、新規固化施設の設

計・建設時に年間約 50 人体制が必要となる。 

・平成 29 年度から平成 31 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

・平成 32 年度から平成 39 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

  ＋約 50 人体制(施設建設) 

・平成 40 年度以降 ：約 100 人体制(作動試験以降) 

 

【ケース 15 TVF と RETF(改良炉 1)並行】    

平成 29 年度以降は、運転体制を現在の 4 班 3 交替から 5 班 3 交替に

するための要員増及び固化セル内で発生した大型機器等の解体作業を 4

班 3 交替での行うための要員増により、現状の年間約 80 人体制から約

100 人体制として処理期間短縮を図る。 

また、平成 31 年度以降の RETF の設計・建設時に年間約 50 人体制、

平成 39 年度以降の作動試験から TVF 運転体制と同等の年間約 100 人体

制が、TVF 運転体制に加えて必要となる。 

・平成 29 年度から平成 30 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

・平成 31 年度から平成 38 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

  ＋約 50 人体制(施設建設) 

・平成 39 年度から平成 40 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

  ＋約 100 人体制(作動試験以降) 

 

【ケース 16 TVF と新規固化施設(改良炉 1)並行】 

平成 29 年度以降は、運転体制を現在の 4 班 3 交替から 5 班 3 交替に

するための要員増及び固化セル内で発生した大型機器等の解体作業を 4

班 3 交替での行うための要員増により、現状の年間約 80 人体制から約
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100 人体制として処理期間短縮を図る。 

また、平成 32 年度以降の新規固化施設の設計・建設時に年間約 50 人

体制、平成 38 年度以降の作動試験から TVF 運転体制と同等の年間約 100

人体制が、TVF 運転体制に加えて必要となる。 

・平成 29 年度から平成 31 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

・平成 32 年度から平成 37 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

  +約 50 人体制(施設建設) 

・平成 38 年度から平成 40 年度 ：約 100 人体制(TVF 運転) 

  +約 100 人体制(作動試験以降) 

 

2-7 実効性評価を踏まえた計画の選定 

（1） 計画の選定結果 

① 大幅な期間短縮を実現する計画 

 処理期間が最短のケースは、「TVF を継続使用し溶融炉は改良炉 1 (円

錐 45 度)：ケース 2」で、期間は 12.5 年である。 

② 実効性のある計画 

コストと要員が最も合理的なケースは、「TVF を継続使用し溶融炉は

改良炉 1(円錐 45 度)：ケース 2」である。 

③ 選定した計画 

上記①及び②から、「TVF を継続使用し、溶融炉については、改良炉

1(円錐 45 度)：ケース 2」を選定する。 

選定したガラス固化処理計画(目標処理期間 12.5 年)を第 2-7-1 表に

示す。 

 

（2） 選定した計画を確実に遂行するための措置 

選定した計画以外のケースは、実効性が極めて低いことから、選定した計

画を確実に遂行することが重要である。このため、選定した計画が遅延する

可能性のある要因を除去するための対応を計画的に実施する。 

① 高経年化を踏まえた設備の更新･整備 

TVF は、竣工から 20 数年が経過しており、種々の更新・整備を進め

ているものの、近年の不具合の発生状況を踏まえると、TVF における高

経年化対策は、結果的に十分ではなかった。このことから、今後は、選

定した計画を確実に遂行するために、必要な予算措置を行い、設備の更

新･整備を計画的に実施する。特に、故障時の対応が困難である固化セ

ル内の両腕型マニプレータ、クレーン等については、高経年化が予想さ

れる昇降部、給電系統等の更新を計画する。これらの対策により、TVF
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におけるガラス固化処理が著しく遅延しないよう、設備の維持管理を図

る。当面 5 年間の設備の更新･整備計画(案)を第 2-7-2 表に示す。 

② 改良炉の開発 

現行炉(四角錐 45 度)の経験を最大限活かしながら、確実に運転性向

上の効果が期待できる後継炉として採用した改良炉1(円錐45度)の開発

を着実に進める。開発は、できる限り早期に進め、更新予定時期の約 3

年前までの完成(製作及びその後の作動試験終了)を目指す。 

③ ガラス固化体保管施設の整備、保管能力の確保 

現状の保管セルの躯体(コンクリート)温度は、高いところで 40℃以

下(設計管理値 65℃)に維持されており、特に劣化が進行する条件にはな

いことを確認している。今後もガラス固化体冷却風量等を適切に管理す

ることにより健全性を維持する。 

保管能力については、まず現在の 6 段積みを 9 段積みに変更して、

420 本から 630 本に保管能力を増強する。さらに 630 本を超える分につ

いて、新規保管施設の設置を前提に検討を継続し、関係箇所との調整を

踏まえ、適切な保管方式や容量を定め、確保する。 

④ 計画の管理 

ガラス固化については、本年 1月の運転開始の後運転が順調に進まな

かったこと等に鑑み、今後は運転準備段階も含めて機構組織として計画

管理を徹底し、計画に遅れが生じる可能性が顕在化した場合には機構を

挙げて速やかに対処できるようにする。 

なお、今後 TVF を活用するケースが著しく遅延し、他のケースに対す

る優位性が失われたと判断できる場合には、今回の検討結果も踏まえて

速やかに計画を見直す。 

 

2-8 まとめ（結論）  

処理期間の大幅な短縮を実現するため、考えられる選択肢による候補ケー

ス案を技術的実現性により絞り込みを行い、さらに絞り込んだケースについ

て実効性の観点で評価し、「高経年化対策及び要員の増員を行いながら TVF を

継続使用し、改良炉 1（円錐 45 度）に更新する計画」を選定したが、本計画

に対し実効性のある代替案は見出せなかった。 

このため、選定した計画における可能性のある遅延要因について、これを

防止するための措置を計画的に講じ、TVF の設備更新や整備を着実に実施する

とともに機構組織として計画管理を徹底することにより、計画を確実に進め、

目標処理期間 12.5 年の達成を図る。 

以上 

10



（1
）コ
ス
ト

（2
）要
員

2
-
6
実
効
性
の
評
価

2
-
7
実
効
性
評
価
を

踏
ま
え
た
計
画
の
選
定

2
-
3
候
補
ケ
ー
ス
の
設
定

（1
）計
画
の
選
定
結
果

①
T
V
F
ケ
ー
ス
（現
行
炉
、
改
良
炉
1（
円
錐
4
5
度
）
、

改
良
炉
2（
円
錐
6
0度
＋
底
部
加
熱
）
、
大
型
炉
4
ケ
ー
ス
）

②
既
存
施
設
活
用
ケ
ー
ス
（
R
E
T
F
等
6
ケ
ー
ス
）

③
新
規
固
化
施
設
ケ
ー
ス
（大
型
炉
、
改
良
炉
2（
円
錐
6
0度
＋
底
部
加
熱
）
2
ケ
ー
ス
）

④
外
部
委
託
ケ
ー
ス
（サ
イ
ト
内
、
サ
イ
ト
外
2ケ
ー
ス
）

⑤
T
V
F
と
新
規
固
化
施
設
等
と
の
並
行
ケ
ー
ス
（R
E
T
F
、
新
規
固
化
施
設
2ケ
ー
ス
）

（1
）候
補
ケ
ー
ス
の
設
定

（1
6
ケ
ー
ス
）

第
2
-
2
-
1
図

処
理
期
間
の
短
縮
に
係
る
全
体
検
討
フ
ロ
ー

2
-
4
評
価
指
標
の
設
定

（2
）選
定
し
た
計
画
を

遂
行
す
る
た
め
の
措
置

2
-
8
ま
と
め

（1
）選
定
し
た
計
画
（
1ケ
ー
ス
）

（1
）安
全
確
保

（2
）ハ
ザ
ー
ド
低
減

（4
）コ
ス
ト

2
-
5
技
術
的
実
現
性
の

評
価

（1
）処
理
期
間
を
10
年
間
に
仮
置
き
し
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案
と
課
題

（3
）技
術
的
見
通
し

（3
）候
補
ケ
ー
ス
の
絞
り
込
み

（1
6
→
5ケ
ー
ス
）

（4
）技
術
的
実
現
性
に
基
づ
く

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

①
安
全
コ
ス
ト

②
処
理
コ
ス
ト

①
処
理
期
間

②
ハ
ザ
ー
ド
の
低
減

①
新
規
制
基
準
対
応

②
高
経
年
化
対
策

①
施
設
設
備
の
配
置

②
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
の
供
給

③
法
規
制
へ
の
適
合

な
ど

評
価
指
標
「安
全
確
保
」、
「ハ
ザ
ー
ド
低
減
」
及
び
「技
術
的
見
通
し
」
に
よ
る
絞
り
込
み

①
絞
り
込
ん
だ
5ケ
ー
ス
の
詳
細
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

②
実
現
に
向
け
て
解
決
が
必
要
な
技
術
的
課
題
と
方
策

①
評
価
指
標
「コ
ス
ト
」の
概
算
結
果

②
評
価
指
標
「
要
員
」の
評
価
結
果

（5
）要
員

①
必
要
要
員
数

②
年
度
展
開

（2
）技
術
的
に
実
現
可
能
な
計
画
の
設
定

※

※
全
体
検
討
フ
ロ
ー
に
お
け
る
番
号
は
本
文
の
章
番
号
を
示
す
。

①
高
経
年
化
を
踏
ま
え
た
設
備
の
更
新
・
整
備

②
改
良
炉
の
開
発

③
ガ
ラ
ス
固
化
体
保
管
施
設
の
整
備
、
保
管
能
力
の
確
保

④
計
画
の
管
理

※ ※ ※ ※ ※

11



1212



1313



1414



1515



1616



2

2

TV
F

TV
F

TV
F

TV
F

2

11 1

17



18



25 10 29

HAW (mSv/ )

19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



 

  

31



32



33



2/
4

2/
15

5/
7

10
/1

10
/1
2

11
/1
3

1/
14

1/
24

2/
14

5/
7

9/
30

3/

5/
7

9/
30

12
/1

1/
31

34



35



2/131/4 5/252/3

6/1 11/30
180

1021130

7/1

5/26
252

1/31

2/2

HAW

/

19

ISI G43

ISI G43

ISI G8X

PIT/PIV

BSM

BSM /

*

1, 23

/ISI G41

ISI G71

2

ISI /

ISI R001 / /

ISI G07

20

ISI G8X

NDA /

/ / /

/

2HASWS

/

PIT

BSM

/

BSM /

/

50

36



2/131/4 7/242/3

8/11/31
180

1631130

8/1

7/25
191

1/31

2/2

HAW

/

19

ISI G43

ISI G8X

PIT/PIV

1, 2
3

/
ISI G41

2

ISI /

ISI R001 /
/

ISI G07

20

ISI G8X

NDA /

/ / /

/

2HASWS

/

ISI G43

BSM

BSM /

PIT BSM

/

BSM /

/

80

ISI G71

37




